
全国介護付きホーム協会の活動について

2017年6月に
『一般社団法人全国特定施設事業者協議会』から改称
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■目的 事業者の相互連携による、

○行政当局その他関係機関との連絡調整

○サービスの質的向上・事業運営適正化のための調査研究・研修の実施

→ 「介護保険制度の下での介護付きホーム事業の健全な発展に寄与」

■会員ホーム数（同）

3,101施設 世田谷区内 71施設

■任意団体設立 平成13（2001）年6月29日 「特定施設事業者連絡協議会」設立

■一般社団法人化 平成23（2011）年4月1日 「一般社団法人 全国特定施設事業者協議会」に改編

■名称変更 平成29（2017）年6月14日 「一般社団法人全国介護付きホーム協会」に名称変更

■会員数（2023年3月31日現在）

921法人（2022年度 92法人増）

■会員ホーム定員数（同）

193,834人 世田谷区内 4,316人

１．一般社団法人 全国介護付きホーム協会（介ホ協）について

（2023年3月31日現在）

会員
非会

員

全特定施設定員数に占める
会員施設定員数の割合

組織率
58.7％
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２．介護付きホームの特徴①介護度の制限がない、民間の事業

■介護度の制限がなく幅広い方の受け入れが可能。
■民間の活力を利用し、地域のニーズに合致した
バラエティ豊かなサービスを提供。
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要介護１ 要支援２ 要支援１ 自立等

【出典】「高齢者向け住まいにおける経営実態の多様化に関する実態調査研究報告書」令和4年度老人保健健康増進等事業（令和5年3月PwCコンサルティング合同会社）

要介護３～５の入居者が４割強 認知症Ⅱ～Mの入居者が６割強
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２．介護付きホームの特徴②包括的サービスの提供

■包括的サービスで、お客様からもわかりやすい。
■看護職員が日中等に常駐している。

包括的な介護で
「終の棲家」を
目指します

認知症になっても、
重度になっても、
最期まで支える
ことを目指します

ホームの
スタッフが
介護サービスを
行います

ホームの
看護職員が
健康管理を
行います

介護保険の
負担額は、
介護度によって
一定です



【出典】
「高齢者向け住まいにおける運営実態の多様化に関する実態調査研究
報告書」令和4年度老人保健健康増進等事業
（令和5年3月・PwCコンサルティング合同会社）
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死亡 60%

医療機関, 

16%

自宅, 5%

特養, 5%

老健, 3%

その他, 

11%

【退去先・看取り】

うち
ホーム内逝去

56％

希望があ

れば受け

入れる

91%

原則的に

受け入れ

ていない

8%

無回答

1%

【看取りの受入れ方針】

【出典】
「高齢者向け住まいにおける経営実態の多様化に関する実態調査研究
報告書」令和4年度老人保健健康増進等事業
（令和5年3月PwCコンサルティング合同会社）

２．介護付きホームの特徴④看取りケア

■9割のホームで看取りを行う方針がある。
■6割のホームで看取り対応を行っている。
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抗生物質の点滴投与～抜針

皮下点滴・静脈点滴の留置～

抜針

医療用麻薬の点滴以外での投

与

褥瘡の処置

胃ろう・経鼻経管栄養の管理

たんの吸引

ホームの看護職員による医療対応（％）
※医療的ケアが必要な方への対応

（出典）令和3年度老人保健健康増進等事業「介護付きホームにおける看護職員による円滑的な業務の
実施に向けた調査研究報告書」（令和3年3月PwCコンサルティング合同会社）

２．介護付きホームの特徴⑤医療的ケア

■協力医療機関（在宅訪問診療医）と連携し、
多くの医療的ケアについてもホームの看護職員が対応。

ホームにおける

医療的ケアの体制

➣看護職員数

平均で3.5人（常勤換算）、

2~3人未満が最多（約3割）

➣夜間の看護職員数

夜間に看護職員が配置されて

いるのは約1割

➣協力医療機関

平均で3.1か所、2か所が最多

※協力医療機関の4割弱は在宅

療養支援診療所
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３．協会の活動 会員支援①

情報提供

１

最新の
行政情報
等を発信

運営に
関わる帳票
や指針等を
ダウンロード
可能

一定範囲
まで無料の
法律相談を
ご案内

運営上の
困りごとに
個別回答

年に4回発行。
次期介護報酬改定
等、関心の高いテー
マについて解説

3年に1度の介護報酬改定に合わせて、
介護付きホームに関わる法令等を発行

ホームページ 会報誌の発行

法令集等の発行
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３．協会の活動 会員支援②

研修
セミナー

の

開催

２

●介護付きホームにおける人材不足の解決に向けて

現場力を活かした生産性の向上
＜講師＞遠藤 功 氏

株式会社ｼﾅ・コーポレーション 代表取締役

●介護保険制度の見直しの
方向性等について
＜講師＞須藤 明彦 氏

厚生労働省 老健局 高齢者支援課長

※2022年度実績
より一部ご紹介

●かしこい加算の取り方講座
＜講師＞全国介護付きホーム協会 事務局

●BCP策定研修
＜講師＞宮本 薫 氏

SOMPOリスクマネジメント株式会社

●防災・BCP訓練体験セミナー
＜講師＞宮本 薫 氏

SOMPOリスクマネジメント株式会社

●夜間ぐっすり排泄ケア研修

●高齢者のスキンケア研修

●介護付きホームで働くケアマネの
ための研修
＜講師＞綿 祐二 氏

日本福祉大学 福祉経営学部 教授

●認知症ケアの対応力強化
＜講師＞伊東 美緒 氏

日本福祉大学 福祉経営学部 教授

●北海道・東北

LIFEの取組ついて-先行事例に学ぶ-
●関東・甲信越

紹介事業者に聞く入居促進のヒント
●東海・北陸

はじめての外国人職員受入れについて
●関西
紹介センターを通じての入居促進と
物価高対策

●九州・沖縄

介護現場におけるICT導入事例

現場職員 対象

管理者 対象経営者 対象

地域連絡会（地域交流）
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３．協会の活動 会員支援③

事例研究
発表全国大会

「研究サミット」
開催

3 開催主旨

介護付きホームの発展と介護サービス・ケアの質の向上を目的としています。
日頃、現場で直面する課題を事例として捉え、専門的知識をもとに調査や分析を
行い、課題解決の糸口を導き出していく。その取り組みを共有し、介護付きホーム
のサービスの活性化に貢献することを目指します。

ご報告／研究サミット2022 第10回事例研究発表全国大会

※2022年度実績

１次選考
（エントリーシート）

最終選考
（動画・抄録）

オンライン投票
（動画・抄録）

グランプリ・
準グランプリ決定！

毎年、50以上のエン
トリーから、10組が選
ばれました。

ホームページを視聴した
一般の方による投票が
行われました。

選考委員による選考が
行われました。

2022年10月17日

「神田明神ホール」で

3年ぶりのリアル開催！
▲第10回グランプリ ▲準グランプリ

▲会場で行われた表彰式の様子

株式会社ｼﾅ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
代表取締役 遠藤功氏によ
る特別講演も行われました。

2022年度の優秀賞10組の発表
演題は、ホームページで公開中！



世田谷区に32ホームを展開



2023年度 活動テーマのひとつ

「地域貢献・地域交流」

●地域の方向け
「介護お困りごと相談会」
「介護技術勉強会」
「合同避難訓練」
「夏祭り」「BBQ]「焼芋」などのイベント

●ホームの暮らしを体験
「体験ショートステイ」
ホームのご検討やご家族のレスパイトに
※昨年度450件を超えるご利用あり

世田谷区の32ホーム
それぞれのホームが、
地域の方のお役に立てることを
企画し、順次お知らせして参ります！


